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業 務 委 託 契 約 書（ 案）  
 
 
１  業務の名称 令和７ 年度中間貯蔵施設事業等に係る モニ タ リ ン グ 業務 
 
２  委 託 期 間 令和７ 年 月  日か ら 令和８ 年３ 月３ １ 日ま で  
 
３  委  託  料 金     円 

（ う ち 取引に係る 消費税及び地方消費税の額 
 金    円）  

 
 
 上記業務につい て 、 委託者 福島県を 甲と し 、 受託者     を 乙と し て 、 次のと お
り 委託契約を 締結する 。  
 
 
（ 委託業務の仕様等）  
第１ 条 乙は、 別紙の 仕様書に従い 、 契約書に記載さ れて いる 委託業務を 履行し な け れば

な ら な い。  
２  仕様書に明示さ れな いも ので必要な 事項につい て は、 甲乙協議し て こ れを 定める 。  
３  そ の他軽微な も の について は、 甲の 指示に従う も のと する 。  
 
（ 契約保証金） （ 注： 乙の 契約保証金免除資格の 有無に よ り 条文が 異な る 。 ）  

（ 契約保証金が 免除と な る 場合）  
第２ 条 甲は、 福島県財務規則（ 昭和39年福島県規則第17号） 第229条第１ 項第 号の 規

定によ り 乙が納入し な け ればな ら な い契約保証金の 納付を 免除する 。  
（ 契約保証金が 免除と な ら な い 場合）  

第２ 条 契約保証金は金    円と する 。  
 
（ 権利義務譲渡等の禁止）  
第３ 条 乙は、 甲の承認を 得な いで こ の 契約によ っ て 生ずる 権利、 義務を 第三者に譲渡

し 、 委任し 、 又は下請け さ せて はな ら な い。  
 
（ 一括再委託の禁止）  
第４ 条 乙は、 委託業務の全部を 一括し て 第三者に 再委託し 、 又は請け 負わせる こ と がで

き な い。 た だし 、 委託業務を 効率的に行う 上で必要と 思われる 業務について は、 あ ら か
じ め甲と 協議の上、 業務の一部（ 総事業費の ５ 割以下） を 委託する こ と がで き る 。  

２  乙は、 委託業務の 一部を 再委託する と き は、 再委託し た 業務に伴う 当該第三者（ 以下
「 再委託者」 と い う 。 ） の行為について 、 甲に対し て すべて の責任を 負う も のと する 。  

３  乙は、 委託業務の 一部を 再委託する と き には、 乙がこ の契約を 遵守する た めに必要な
事項について 、 再委託者と 約定を し な け ればな ら な い。  

４  甲は乙に対し て 、 再委託者の商号又は名称そ の 他必要な 事項の通知を 請求する こ と が
でき る 。  

 
（ 主任技術者）  
第５ 条 乙は、 委託業務を 主と し て 担当する 職員（ 以下｢主任技術者」 と いう 。 ） を 定

め、 そ の氏名そ の 他必要な 事項を 書面で 甲に 通知し な け ればな ら な い。 主任技術者を 変
更し た と き も 同様と する 。  

 
（ 委託業務の内容の変更）  
第６ 条 甲は、 必要と 認める と き に は、 委託業務の 内容を 変更し 、 又は一時中止さ せる こ

と がで き る 。 こ の 場合において 、 委託料の金額又は履行期限を 変更する 必要があ る と き
は、 甲乙協議し て 書面によ り こ れを 定める 。  

２  前項の場合に おい て 、 乙が損害を 受け た と き に は、 乙は甲に対し て 損害の賠償を 請求
する こ と ができ る 。 こ の場合の賠償額につい て は、 甲乙協議し て こ れを 定める 。  
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３  消費税法等の 改正等によ り 消費税率に変動が生じ た 場合は、 相当額を 加減し た 額を 契
約金額に変更する 。  

 
（ 乙の請求によ る 履行期限の延長）  
第７ 条 乙は、 天災等そ の責めに帰する こ と ができ な い事由によ り 履行期限ま でに委託業

務を 完了する こ と がで き な いこ と が 明ら かに な っ た と き は、 甲に対し て 遅滞な く 、 そ の
事由を 付し て 書面によ り 履行期限の 延長を 求める こ と がで き る 。 た だし 、 そ の延長日数
は甲乙協議し て 定める 。  

 
（ 損害負担）  
第８ 条 委託業務の実施に関し て 発生し た 損害（ 第三者に 与え た 損害を 含む。 ） のた めに

生じ た 必要な 経費は、 乙の負担と する 。 た だ し 、 そ の損害が甲の責めに帰する 事由によ
る 場合において は、 そ の損害のた め 生じ た 経費は、 甲が負担する も のと し 、 そ の金額は
甲乙協議し て 定め る 。  

 
（ 委託業務の着手及び検査、 引渡し ）  
第９ 条 乙は、 委託業務に着手し た と き は、 甲に対し 遅滞な く 業務着手届を 提出し な け れ

ばな ら な い。  
２  乙は、 委託業務が 完了し た と き は、 甲に対し 遅滞な く 業務完了報告書に成果品及びそ

の目録を 添え て 提出し な け ればな ら な い。  
３  甲は、 前項の 業務完了報告書を 受理し た と き に は、 そ の日か ら 起算し て 10日以内に提

出さ れた 成果品に つい て 検査を し な け ればな ら な い 。  
４  前項の検査の 結果不合格と な り 、 成果品につい て 訂正を 命ぜら れた と き は、 乙は、 遅

滞な く 当該の訂正を 行う も のと し 、 こ れに要する 経費は乙の負担と する 。  
５  乙は、 前項の 規定によ り 命ぜら れた 訂正を 完了し た と き は、 甲へ訂正完了の届を 提出

し て 検査を 受け な け ればな ら な い。 こ の場合の再検査の期日について は、 第３ 項の規定
を 準用する 。  

 
（ 委託料の支払い ）  
第10条 乙は、 前条第３ 項又は第５ 項の 規定によ る 検査に 合格し た と き は、 所定の手続き

に従っ て 委託料の 支払いを 請求する こ と がで き る 。  
２  甲は、 前項の 規定によ る 支払い の請求があ っ た と き に は、 受理日か ら 起算し て 30日以

内に支払う も のと する 。  
 
（ 乙の責めに帰すべき 事由によ る 履行期限の延長及び遅延利息等）  
第11条 乙の 責めに帰すべき 事由に よ り 履行期限ま で に委託業務を 完了で き な い場合にお

いて 、 甲が認める 期間ま で委託業務を 完了する 見込みがあ る と 認めた と き は、 甲は、 乙
から 遅延利息を 徴収し て 当該期限を 延長する こ と が でき る 。  

２  甲は、 前項の 規定によ り 履行期限を 延長する こ と と し た と き は、 そ の旨を 乙に通知す
る と と も に、 当該期限の延長に関する 契約を 乙と の 間に締結する も のと する 。  

３  第１ 項の遅延利息は、 当初の履行期限（ 第６ 条第１ 項及び第７ 条の規定によ る 履行期
限の変更があ っ た と き は、 そ の期限と する 。 ） から 延長後の履行期限ま での期間の日数
に応じ 、 委託金額に年2. 5％の 割合で 計算し た 額（ 当該額に1 0 0円未満の端数があ る と
き 、 又はそ の金額が100円未満であ る と き は、 そ の端数全額を 切り 捨て る 。 ） と する 。  

４  甲の責めに帰すべき 事由によ り 第10条第２ 項の 規定に よ る 委託料の支払いが遅れた と
き は、 乙は、 甲に 対し て そ の遅延期間の日数に応じ 、 委託料の金額に年2. 5％の割合で
計算し た 額（ 当該額に 100円未満の端数があ る と き 、 又はそ の 金額が100円未満であ る と
き は、 そ の端数全額を 切り 捨て る 。 ） の遅延利息の 支払いの請求を する こ と がで き る 。  

５  第１ 項の遅延利息及び前項の遅延利息の額の計算につき 、 第３ 項及び第４ 項の規定に
定める 年当り の割合は、 閏年の日を 含む期間につい て も 、 365日当り の割合と する 。  

 
（ 契約の解除）  
第12条 甲は、 次の各号のいずれか に該当する と き は、 こ の契約を 解除する こ と がで き  
 る 。  
 一 正当な 理由な く 、 業務に着手すべき 期日を 過ぎ て も 業務に着手し な いと き 。  
 二 乙の責めに 帰すべき 事由によ り 、 履行期限内に業務が完了し な いと 明ら かに認めら
  れる と き 。  
 三 暴力団( 暴力団員によ る 不当な 行為の 防止等に関する 法律( 平成３ 年法律第 77 号)
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  第２ 条第２ 号に規定する 暴力団を い う 。 以下こ の条に おいて 同じ 。 ) 又は暴力団員( 暴
  力団員によ る 不当な 行為の防止等に 関する 法律第２ 条第６ 号に規定する 暴力団員を い
  う 。 以下こ の 条に おいて 同じ 。 ) が経営に実質的に関与し て いる と 認めら れる 者若し
  く は社会的非難関係者( 福島県暴力団排除条例施行規則( 平成 23 年福島県公安委員会
  規則第５ 号) 第４ 条各号に該当する 者) に契約代金債権を 譲渡し た と き 。  
 四 乙が次のい ずれかに該当する と き 。  

 ア  役員等（ 乙が個人であ る 場合にはそ の 者そ の 他経営に実質的に関与し て いる 者 
  を 、 乙が法人であ る 場合にはそ の 役員、 そ の支店又は常時契約を 締結する 事務所の
  代表者そ の他経営に 実質的に関与し て いる 者を いう 。 以下こ の号において 同じ 。 ）
  が、 暴力団又は暴力団員であ る と 認め ら れる と き 。  

 イ  役員等が、 自己、 自社若し く は第三者の不正の利益を 図る 目的又は第三者に損害
   を 加え る 目的を も っ て 、 暴力団又は暴力団員を 利用する な ど し て いる と 認め ら れ
  る と き 。  

  ウ  役員等が 、 暴力団又は暴力団員に対し て 資金等を 供給し 、 又は便宜を 供与する
  な ど 直接的あ る い は積極的に暴力団の維持、 運営に協力し 、 若し く は関与し て い
  る と 認めら れる と き 。  

  エ  役員等が 、 暴力団又は暴力団員であ る こ と を 知り な がら こ れを 不当に利用する
  な ど し て いる と 認めら れる と き 。  

  オ  役員等が 、 暴力団又は暴力団員と 社会的に 非難さ れる べき 関係を 有し て いる と
  認めら れる と き 。  

  カ  下請契約又は資材、 原材料の購入契約そ の 他の契約に当た り 、 そ の相手方がア
  か ら オま で のいずれか に該当する こ と を 知り な がら 、 当該者と 契約を 締結し た と
  認めら れる と き 。  

  キ  乙が、 ア から オま で のいずれか に該当する 者を 下請契約又は資材、 原材料の購
  入契約そ の他の契約の相手方と し て いた 場合（ カ に該当する 場合を 除く 。 ） に、
  甲が乙に対し て 当該契約の解除を 求め、 乙がこ れに従わな かっ た と き 。  

五 前号のいずれかに 該当する 場合を 除く ほ か、 こ の契約に違反し 、 そ の違反によ っ
て 、 契約の目的を 達する こ と ができ な い と 甲が認める 場合。  

 
（ 契約が解除さ れた 場合等の違約金）  
第13条 甲は、 次の各号のいずれか に該当する 場合におい て は、 乙に対し て 違約金と し て
 契約金額又は契約解除部分相当額の 10 分の１ に 相当する 金額を 請求する こ と がで き  
 る 。  
 ま た 、 契約解除によ り 、 甲に損害が生じ た 場合、 乙に対し て 甲が算定する 損害額を 請求
 する こ と ができ る 。 た だし 、 天災地変、 不可抗力等乙の 責めに帰すこ と のでき な い事由
 によ る 解除の場合は、 こ の限り で な い 。  
 一 前条の規定によ り こ の契約の 全部又は一部が 解除さ れた と き 。  
 二 乙がそ の債務の 履行を 拒否し 、 又は、 乙の責めに帰すべき 事由によ っ て 乙の債務に
  ついて 履行不能と な っ た と き 。  
２  次の各号に掲げる 者がこ の契約を 解除し た 場合は、 前項第二号に該当する 場合と みな
 すも のと する 。  
 一 乙について 破産手続開始の決定が あ っ た 場合におい て 、 破産法（ 平成16年法律第 
  75号） の 規定に よ り 選任さ れた 破産管財人。  
 二 乙について 更生手続開始の決定が あ っ た 場合におい て 、 会社更生法（ 平成14年法律
  第154号） の規定によ り 選任さ れた 管財人。  
 三 乙について 再生手続開始の決定が あ っ た 場合におい て 、 民事再生法（ 平成11年法律
  第225号） の規定によ り 選任さ れた 再生債務者等。  
３  第１ 項の規定にか かわら ず、 乙の責めに帰すべき 事由によ り 第11条の規定に基づく 委

託期間の延長があ っ た 場合において 、 甲が前条の規定によ り 契約を 解除し た と き は、 乙
は、 第１ 項の違約金に 当初の委託期間が満了する 日の翌日から 甲が契約解除の通知を 発
し た 日（ 乙から 解除の 申出があ っ た と き は、 甲がこ れを 受理し た 日） ま での期間の日数
に応じ 、 契約金額又は契約解除部分相当額に 年2. 5％の割合で 計算し た 額を 加え た 金額
を 違約金と し て 甲に納付し な け ればな ら な い 。  
 

（ 談合そ の他不正行為によ る 損害賠償）  
第14条 甲は、 乙が次の各号のいずれか に該当する と き は、 第12条に規定する 契約の解除
 を する か否かを 問わ ず、 賠償金と し て 、 契約金額の 10 分の２ に相当する 額を 請求し 、
 乙はこ れを 納付し な け ればな ら な い。 た だし 、 第１ 号又は第２ 号のう ち 命令の対象と な
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 る 行為が私的独占の 禁止及び公正取引の確保に関する 法律（ 昭和22年法律第54号。 以下
 「 独占禁止法」 と い う 。 ） 第２ 条第９ 項の規定に 基づく 不公正な 取引方法（ 昭和57年公
 正取引委員会告示第15号） 第６ 項で規定する 不当廉売に あ た る 場合そ の他甲が特に認め
 る 場合はこ の限り で な い。  
 一 公正取引委員会が、 乙に違反行為があ っ た と し て 、 独占禁止法第49条の規定によ る  
  排除措置命令を 行い、 当該排除命令が確定し た と き 。  
 二 公正取引委員会が、 乙に違反行為があ っ た と し て 、 独占禁止法第62条第１ 項の規定 
  によ る 課徴金の納付命令を 行い 、 当該納付命令が確定し た と き 。  
 三 乙（ 乙が法人の 場合にあ っ て は、 そ の役員又は使用人） に対し 、 刑法（ 明治 40 年
  法律第 45 号） 第 96 条の６ 又は同法第 198 条の規定によ る 刑が確定し た と き 。  
２  前項の規定は、 こ の契約の履行が完了し た 後に おいて も 適用する も のと する 。 な お、
 甲が受け た 損害額が 前項の規定に よ り 計算し た 賠償額の 額を 超え る 場合において 、 甲 
 は、 そ の超過分に対し て 賠償を 請求する こ と がで き る も のと し 、 乙はこ れに応じ な け れ
 ばな ら な い。  
 
（ 契約不適合責任）  
第15条 甲は、 引き 渡さ れた 成果品が種類又は品質に関し て 契約の内容に適合し な いも の

（ 以下「 契約不適合」 と いう 。 ） で あ る と き は、 乙に対し 、 成果品の補修又は代替品の
引渡し によ る 履行の追完を 請求する こ と がで き る 。  

２  前項の場合に おい て 、 乙は、 甲に不相当な 負担を 課する も ので な いと き は、 甲が請求
し た 方法と 異な る 方法によ る 履行の 追完を する こ と ができ る 。  

３  第１ 項の場合において 、 甲が相当の 期間を 定め て 履行の追完の催告を し 、 そ の期間内
に履行の追完がな いと き は、 甲は、 そ の不適合の程度に応じ て 代金の減額を 請求する こ
と がで き る 。 た だ し 、 次の各号のい ずれかに 該当する 場合は、 催告を する こ と な く 、 直
ち に代金の減額を 請求する こ と がで き る 。  

 一 履行の追完が不能で あ る と き 。  
 二 乙が履行の 追完を 拒絶する 意思を 明確に表示し た と き 。  
 三 成果品の性質又は当事者の意思表示によ り 、 特定の 日時又は一定の期間内に履行し

な け れば契約を し た 目的を 達する こ と が でき な い場合において 、 乙が履行の追完を し
な いで そ の時期を 経過し た と き 。  

 四 前三号に掲げる 場合のほか、 甲が こ の項に規定する 催告を し て も 履行の追完を 受け
る 見込みがな いこ と が 明ら かであ る と き 。  

 
（ 遅延利息等の相殺）  
第16条 こ の契約に基づく 遅延利息、 違約金又は賠償金と し て 、 甲が乙か ら 徴収すべき 金

額があ る と き は、 甲はこ れを 物品の 代金と 相殺し 、 な お不足が生ずる と き は更に追徴す
る こ と がで き る 。  

２  甲は、 こ の契約に 基づき 甲が乙に対し て 有する 遅延利息、 違約金及び賠償金にか かる
債権につき 、 そ の 保全上必要があ る と き は、 乙に対し 、 そ の業務若し く は資産の状況に
ついて 質問し 、 帳簿書類そ の他の物件を 調査し 、 又は参考と な る べき 報告若し く は資料
の提出を 求める こ と が でき る 。  

３  甲は、 乙が前項の 規定に違反し て 質問に対する 応答、 報告等を せず、 若し く は虚偽の
応答、 報告等を し 、 又は調査を 拒み、 妨げ、 若し く は忌避し た と き は、 当該債権の全部
又は一部について 、 履行期限を 繰り 上げる こ と がで き る 。  

 
（ 報告の徴収等）  
第17条 甲は、 必要と 認める と き は、 乙に対し て 業務の履行について 調査し 又は報告を 求

める こ と ができ る 。  
２  乙は、 甲から 業務の履行につい て 調査、 報告の 求めが あ っ た と き は、 こ れに応じ な け

ればな ら な い。  
 
（ 機密の保持）  
第18条 乙は、 本件の 業務上知り 得た 委託業務の内容を 、 本契約期間はも と よ り 、 本契約

終了後も いっ さ い 第三者に漏ら し て はな ら な い。  
 
（ 個人情報の保護）  
第19条 乙は、 こ の契約によ る 業務を 行う た め、 個人情報を 取り 扱う に当た っ て は、 個人

情報の保護に関する 法律（ 平成15年法律第57号) 及び別記｢個人情報取扱特記事項｣を 遵
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守し な け ればな ら な い 。  
 
（ 著作権の帰属）  
第20条 乙は、 こ の契約に基づき 作成し た 成果物（ 以下「 成果物」 と いう 。 ） の著作権を

著作権法（ 昭和45年法律第48号） 第27条及び第28条に基づく 権利を 含めて 、 甲に無償譲
渡する も のと する 。  

２  前項の規定に かか わら ず、 成果物中にこ の契約前から 乙が著作権を 有する も の（ 以下
「 乙著作物」 と い う 。 ） が含ま れて いる 場合は、 乙著作物の著作権は甲に譲渡さ れな い
も のと する 。  

３  乙は、 成果物に関する 著作者人格権を 行使し よ う と する と き は、 あ ら か じ め甲の承諾
を 受け な け ればな ら な い。  

 
（ 協議事項）  
第21条 こ の契約に定めのな い事項及びこ の契約に 定める 事項に関する 疑義について は、

必要に応じ 、 甲乙協議し て 定める 。  
 
（ 紛争の解決方法）  
第22条  前条の規定に よ る 協議が整わな い場合、 こ の契約に関する 一切の紛争に関し て

は、 甲の所在地を 管轄と する 裁判所を 第一審の専属的合意管轄裁判所と する 。  
 

 

 
上記の契約の証と し て 本書２ 通を 作成し 、 当事者記名押印の上、 そ れぞれ１ 通を 保有す

る 。  
 
 
  令 和 ７ 年  月   日 
 
      委託者  
      （ 甲） 福島県福島市杉妻町２ 番１ ６ 号 
          
         福島県 
 
         福島県知事 内堀 雅雄 
 
 
 
      受託者  
      （ 乙） （ 住所）             
          
         （ 名称）             
 
         （ 代表者名）           
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 別記 

個人情報取扱特記事項 

  （ 基本的事項）  

 第１  乙は、 こ の契約によ る 業務（ 以下「 業務」 と いう 。 ） を 行う に当た っ て は、 個人

の権利利益を 侵害する こ と のな いよ う 個人情報を 適正に取り 扱わな け ればな ら な い。  

   （ 秘密の保持）  

 第２  乙は、 業務に関し て 知り 得た 個人情報を みだり に他人に知ら せ、 又は不当な 目的

に使用し て はな ら な い。 な お、 こ の契約が終了し た 後において も 、 同様と する 。  

 ２  乙は、 業務に従事し て いる 者に対し 、 当該業務に関し て 知り 得た 個人情報を そ の在

職中及び退職後において みだり に他人に知ら せ、 又は不当な 目的に使用し て はな ら な

いこ と な ど 個人情報の保護に関し て 必要な 事項を 周知さ せる も のと する 。  

  （ 収集の制限）  

 第３  乙は、 業務を 行う た めに個人情報を 収集する と き は、 当該業務の目的を 達成する

た めに必要な 範囲内で、 適法かつ公正な 手段によ り 収集し な け ればな ら な い。  

   （ 目的外利用・ 提供の禁止）  

 第４  乙は、 甲の指示又は承諾があ る と き を 除き 、 業務に関し て 知り 得た 個人情報を 契

約の目的以外に利用し 、 又は第三者に提供し て はな ら な い。  

  （ 安全管理措置）  

 第５  乙は、 甲よ り 個人情報の取扱いの委託を 受け た 場合、 行政機関等と 同様の安全管

理措置を 講ずる 必要があ る こ と から 、 業務に関し て 知り 得た 個人情報の漏え い、 滅失

及び毀損の防止そ の他の個人情報の適切な 管理のた めに、 個人情報の保護に関する 法

律（ 平成15年法律第57号） 及び「 個人情報の保護に関する 法律について のガ イ ド ラ イ

ン （ 行政機関等編） 」 に基づき 必要かつ適切な 措置を 講じ な け ればな ら な い。  

   （ 複写・ 複製の禁止）  

 第６  乙は、 甲の承諾があ る と き を 除き 、 業務を 行う た めに甲から 引き 渡さ れた 個人情

報が記録さ れた 資料等を 複写し 、 又は複製し て はな ら な い。  

  （ 作業場所の指定等）  

 第７  乙は、 業務のう ち 個人情報を 取り 扱う 部分（ 以下「 個人情報取扱事務」 と い

う 。 ） について 、 甲の指定する 場所で行わな け ればな ら な い。  

 ２  乙は、 甲の指示又は承諾があ る と き を 除き 、 前項の場所から 業務に関し 取り 扱う 個

人情報が記録さ れた 資料等を 持ち 出し て はな ら な い。  
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  （ 資料等の返還等）  

 第８  乙は、 業務を 行う た めに甲から 提供を 受け 、 又は自ら が収集し た 個人情報が記録

さ れた 資料等を こ の契約の終了後直ち に甲に返還し 、 若し く は引き 渡し 、 又は消去

し 、 若し く は廃棄し な け ればな ら な い。 た だし 、 甲が別に指示し た と き は、 こ の限り

でな い。  

 ２  乙は、 前項の規定によ り 電子記録媒体に記録さ れた 個人情報を 消去又は廃棄する 場

合は、 当該個人情報が復元でき な いよ う に確実に消去又は廃棄し な け ればな ら な い。  

 ３  乙は、 第１ 項の規定によ り 個人情報を 消去又は廃棄し た 場合は、 当該個人情報の消

去又は廃棄を 行っ た 日時、 担当者名及び方法を 記載し た 報告書を 甲に提出し 、 確認を

受け な け ればな ら な い。  

   （ 事故発生時におけ る 報告等）  

 第９  乙は、 個人情報の漏え い、 滅失、 毀損そ の他の事態及びこ の契約に違反する 事態

が生じ 、 又は生ずる おそ れがあ る こ と を 知っ た と き は、 速やかに甲に報告し な け れば

な ら な い。  

 ２  乙は、 前項によ り 報告を 行う 場合には、 併せて 被害の拡大防止等の必要な 措置を 講

じ る と と も に、 情報漏え い等に係る 対応について 甲の指示に従う も のと する 。  

  （ 調査監督等）  

 第10  甲は、 乙におけ る 契約内容の遵守状況等について 実地に調査し 、 又は乙に対し て

必要な 報告を 求める な ど 、 乙の個人情報の管理について 必要な 監督を 行う こ と ができ

る 。  

 ２  乙は、 前項におけ る 報告について 、 甲が定期的な 報告を 求める 場合にはこ れに応じ

な け ればな ら な い。  

  （ 指示）  

 第11 甲は、 乙が業務に関し 取り 扱う 個人情報の適切な 管理を 確保する た めに必要な 指

示を 行う こ と ができ る 。  

  （ 再委託の禁止）  

 第12 乙は、 甲の承諾があ る と き を 除き 、 個人情報取扱事務を 第三者（ 再委託先が子会

社（ 会社法（ 平成17年法律第86号） 第２ 条第１ 項第３ 号に規定する 子会社を いう 。 ）

であ る 場合を 含む。 以下次項において 同じ 。 ） に委託し て はな ら な い。  

 ２  乙は、 甲の承諾に基づき 個人情報取扱事務を 第三者に委託する と き は、 こ の契約に

よ り 乙が負う 個人情報の取扱いに関する 義務を 再委託先にも 遵守さ せな け ればな ら な
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い。  

  （ 労働者派遣契約）  

 第13 乙は、 保有個人情報の取扱いに係る 業務を 派遣労働者によ っ て 行わせる 場合に

は、 労働者派遣契約書に秘密保持義務等個人情報の取扱いに関する 事項を 明記し な け

ればな ら な な い。  

  （ 損害賠償）  

 第14 乙又は乙の従事者（ 乙の再委託先及び乙の再委託先の従事者を 含む。 ） の責めに

帰すべき 事由によ り 、 業務に関する 個人情報の漏え い、 不正利用、 そ の他の事故が発

生し た 場合、 乙はこ れによ り 第三者に生じ た 損害を 賠償し な け ればな ら な い。  

 ２  前項の場合において 、 甲が乙に代わっ て 第三者の損害を 賠償し た 場合には、 乙は遅

滞な く 甲の求償に応じ な け ればな ら な い。  

  （ 契約解除）  

 第15 業務に関する 個人情報について 、 乙によ る 取扱いが著し く 不適切であ る と 甲が認

めた と き は、 甲はこ の契約の全部又は一部を 解除する こ と ができ る 。 こ の場合の違約

金は契約書本文の定める と こ ろ によ る 。  

 

  

 




